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地域における行政栄養士による健康づくり及び

栄養・食生活の改善について

地域における行政栄養士（地方公共団体において地域住民に対する栄養指導

等に従事する管理栄養士等をいう。以下同じ ）による健康づくり及び栄養・。

食生活の改善に関する施策については、従来、地域保健法（昭和２２年法律第

１０１号）及び健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に基づき実施されて

きたところである。

今般、食育基本法（平成１７年法律第６３号）が制定され、地域における栄

養・食生活の改善のための取組を推進することとされたこと、高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に基づき医療保険者において実

施する特定健康診査及び特定保健指導において、食生活の改善指導を含む保健

指導の実施により生活習慣病の予防を図ることとされたこと等により、保健対

策において健康づくり及び栄養・食生活の改善を推進することが一層重要とな

ってきている。こうした状況の変化に伴い、健康づくり及び栄養・食生活の改

善の主要な担い手である行政栄養士の役割や活動の在り方も変容しつつある。

ついては、地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成６年厚生省告示

第３７４号）及び国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針

（平成１５年厚生労働省告示第１９５号）を踏まえ、下記により、地域におけ

る行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活の改善の一層の推進が図られ

るようお願いする。各都道府県においては、管内市町村（保健所設置市及び特

別区を除く ）等に周知を図るとともに、その円滑な実施について遺憾なきよ。

う御指導願いたい。

なお、市町村における行政栄養士の配置については、地方交付税の算定対象

となっていることを申し添える。



また、本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基

づく技術的助言であることを申し添える。

「地域における栄養改善業務の推進について （平成７年６月２９日付け健」

医発第８３２号）及び「地域における行政栄養士の業務について （平成１５」

年１０月３０日付け健発第１０３０００１号）は廃止する。

記

１ 都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ ）は、行政栄養士が住民。

の健康づくり及び栄養・食生活の改善のため重要な役割を担うものであるこ

とを踏まえ、地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価や、専門的な情

報の収集、蓄積及び提供を行うことができるような体制を整備すること。ま

た、健康づくりや栄養・食生活の改善を推進するに当たって、健康教育、健

康相談、医療及び福祉と連携して実施する難病患者等に対する栄養指導その

他の保健指導、食生活支援、住民の主体的活動の支援、健康危機管理、関係

機関との連携体制の構築、健康増進、食育、保健に関する各種計画（健康増

進計画、食育推進計画等の各種計画）の策定等に、行政栄養士が十分に関わ

ることができるような体制を整備すること。

２ 都道府県及び市町村は、行政栄養士の職務の重要性にかんがみ、行政栄養

。 、 、 、士の計画的かつ継続的な確保に努めること この際 健康づくり 母子保健

食品保健、介護保険、国民健康保険等の地域保健対策の推進のための業務を

担当する各部門（企画調整部門を含む ）に、地域の実情に応じ、行政栄養。

士を配置するよう努めること。

、 、 、あわせて 都道府県においては 行政栄養士が未配置である市町村に対し

その配置を促すため、当該市町村における行政栄養士の配置計画の作成等に

関して必要な支援を行うよう努めること。

３ 都道府県及び市町村は、日々進展する保健、医療、福祉等に関する知識及

び技術、連携、調整に係る能力、行政運営に関する能力を養成し、行政栄養

士に対する現任教育（研修（執務を通じての研修を含む 、自己啓発の推。）

奨、地域保健対策に係る部門以外の部門への人事異動その他の手段による教

育をいう ）を体系的に実施すること。その際 「地方自治・新時代におけ。 、

る人材育成基本方針策定指針について （平成９年自治能第７８号）に基づ」

き、各地方公共団体において策定した人材育成基本方針により、体系的に実

施し、行政栄養士の資質の向上に努めること。


